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本国派遣者に関する研究の展開1）

石 井 真 一

目次

1 はじめに

2 本国派遣者に関する研究

2.1 本国派遣者を派遣する目的

2.2 本国派遣者の役割

2.3 知識ベース論

2.4 本国派遣者を通じた国際知識移転

2.5 日系海外子会社における本国派遣

3 要約と今後の課題

1 はじめに

本稿では、海外拠点でおこなわれる製品開発プロジェクトの現地化の分析に向けて、本国派

遣者（本社から海外拠点への派遣者）2）について論じた先行研究を概観する。本稿では海外プ

ロジェクトの現地化として、とくにプロジェクトの統括責任者のプロジェクト・リーダー（以

下ではPL）が、本国派遣者から現地従業員へと変わる現地化を想定している。この海外プロ

ジェクトにおけるPLの現地化を分析する枠組みを提示する準備作業として、本国派遣者に関

する代表的な研究を検討することが、本稿の目的である3）。

PLについては、とくに日本の自動車企業の製品開発プロジェクトにおいて、中心的な役割

を果たすといわれてきた。日本自動車企業が開発面で競争優位を長年維持してきた一つの鍵は、

PLを中心としたプロジェクトメンバー（専門技術者）間の緊密な連携・調整にある（Clark

andFujimoto,1991;安達,2014;北川,2020）。日本企業のPLは、製品のコンセプトやデザ

イン、設計だけでなく生産や販売、品質を含む製品プロジェクト全般にかかわる強い責任・権

限を有する。PLが主導する臨機応変な部門間調整を伴う開発プロセスはすり合わせ型プロセ

ス（石井,2017）、またこれを基盤とする開発能力はすり合わせ型の開発能力（延岡・藤本,

2004）と呼ばれる。そして、PLを中心とした高度な部門間調整を通じた開発能力により、

日本企業は車両開発における効率化や期間短縮、製品の統一性を実現してきた（Clarkand
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Fujimoto,1991;延岡・藤本,2004）。一方、すり合わせ型の開発能力を欧米企業が導入する

動きも近年みられるが、国別の社会的な制度や慣習等の違いもあり、その取り組みは不十分な

面もある（延岡・藤本,2004）。では、本来の強みであるすり合わせ型の開発プロセス・能力

の導入が容易ではないといわれている海外市場において、日本企業はどのように開発プロジェ

クトを実施しているのだろうか。

製品開発を含む開発機能は、販売や生産等の事業機能よりも比較的遅い段階で海外展開する

（吉原,2011）と理解されている。しかし、今日では日本自動車企業の大半が海外市場に販売・

生産拠点をすでに長年展開しており、その中には海外拠点で開発活動を展開するところも少な

くない。実際に、日本企業の海外開発として、本田技研工業の事例（岩田，2007;椙山，2009）

やトヨタ自動車の事例（岩田，2007;石井，2013;2017）が紹介されている。とくに海外プロ

ジェクトで現地従業員がPLに登用されるまでに、現地拠点での開発プロジェクトが始まって

から約20年を要した（石井，2013）という報告もある。このような現地化を分析するための

理論的な観点を検討することが本稿の主眼である。

本稿の次節以降の構成は以下の通りである。次節では本国派遣者に関するいくつかの中心的

な先行研究を概観する。あわせて、本国派遣者に関する研究が理論的に依拠する知識ベース論

の研究や日本企業の本国派遣者に関する研究について検討する。最後に、本稿の議論の要約と

今後の研究課題について述べる。

2 本国派遣者に関する研究

2.1 本国派遣者を派遣する目的

海外プロジェクトにおけるPLの現地化については、海外プロジェクトにおけるPLが本国

派遣者から現地従業員に変わることを一つの現地化として捉えることができる4）。なぜ、そし

てどのように海外プロジェクトのPLが本国派遣者から現地従業員に変わるのだろうか。この

問題を検討するうえでは、以下で概観する本国派遣者に関する先行研究がいくつかの示唆をも

たらす。

まず、本国派遣者に関する先駆的研究の一つとして、Edstr�mandGalbraith（1977）をあ

げることができる。彼らは、先行研究や彼らの調査をもとに、本国派遣者を海外拠点に派遣す

る目的として、以下の3点を指摘している。

第一に、海外拠点の特定ポストに現地従業員を登用できない場合、または当該ポスト向けに

現地従業員の育成が困難な場合に、当該ポストを埋める（fillaposition）ことである。この

目的は、開発途上国における海外拠点への本国従業員の派遣で多くみられる、と彼らは述べて

いる。

第二は、マネジメント能力の向上（managementdevelopment）に向けて、自社の将来的

な国際ビジネスの担い手となる管理者を育成することである。この場合は、国際ビジネスを長
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期間経験することが派遣の主眼となる。このため、海外拠点で現地従業員を当該ポストに登用

できる状況でも、本国派遣がなされることがあるという。

第三は、組織の成長（development）に向けて、社会化（socialization）に基づくコントロー

ルのプロセスを発展させる（組織の構造や決定プロセスの修正・維持を含む）ことである。こ

の目的で海外派遣される本国派遣者は、後述するように海外拠点にかかわるコントロールや調整

で中心的役割を果たす。組織の成長に向けた派遣には、社会化（socialization）のプロセスと、

言語を通じた情報ネットワークを創造するプロセスが含まれる、とEdstr�mandGalbraith

（1977）は述べている。とくに本国派遣者を通じた海外拠点における社会化のプロセスでは、

2種類の成果の実現が目指されるという。1つ目は、異なる国籍・文化に対してオープンで肯

定的な態度・考えを持つようになることである。2つ目は、自社組織全体に対するコミットメ

ントを高めることである。このような本国派遣者を通じた社会化は、海外子会社を含めた組織

をコントロールするうえで、きわめて重要な戦略になりうる、と彼らは指摘している5）。

2.2 本国派遣者の役割

また、本国派遣者の役割についても先行研究で論じられてきたが、その内容は本国派遣の目

的と重なる面がある。本国派遣者の研究を幅広く検討した大木（2013）や趙（2019）によると、

本国派遣者の役割として海外子会社のコントロール、国際拠点間の知識移転、多国籍企業内の

学習が主に論じられてきた。中でも知識移転と学習については、多国籍企業における知識に関

する移転・創造を含む広い意味での知識マネジメントとして位置付けることもできるだろう。

とくに、近年は多国籍企業の知識マネジメントにおいて本国派遣者が果たす役割について研

究がなされている。本国派遣者が多国籍企業の知識マネジメントで果たす役割について論じた

研究の一つがHarzing（2001）である。彼女はまず、英語文献の先行研究が十分検討していな

いドイツ語文献も検討した上で、本国派遣の目的に関するEdstr�mandGalbraith（1977）の

議論の限界を指摘した。とくに彼らが本国派遣の第三の目的とした組織の発展については、そ

れ自体が本国派遣の目的というよりは、むしろ別の目的の結果である、とHarzing（2001）は

指摘した。具体的には、知識移転やマネジメント能力の向上、組織で共有される組織文化の創

造やインフォーマルな情報ネットワークの創造等が本国派遣の目的であり、組織の成長はその

結果だ（Harzing,2001;584頁）と彼女は述べている。

Harzing（2001）は本国派遣者の組織的な役割として、以下の3点を指摘している。第1に、

海外拠点において現地人材が確保できないポジションを埋めることである。第2に、マネジャー

の任務を通じて国際的な経験を蓄積し、親会社や海外子会社における将来の職務にかかわるマ

ネジメントの能力を向上させることである。第3に、調整とコントロールである。これは、

Edstr�mandGalbraith（1977）の示した組織の成長という本国派遣の目的を、上記の批判を

踏まえて結果として捉え、これに向けた本国派遣者の役割として示したものである。なお、知
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識マネジメントにかかわる本国派遣者の役割についてHarzing（2001）はあまり分析していな

いが、後述するHarzingetal.（2015）では詳しく分析している。

上記のような本国派遣者の組織的な役割に対する見方をもとに、Harzing（2001）は22か国

の海外子会社212社（9か国に本社が立地）の本国派遣者への質問調査をおこなった。そして、

親会社と海外子会社の立地地域の組み合わせによって、海外子会社の役割に違いがみられるこ

とを明らかにした。まず、親会社が米国や英国に立地する多国籍企業がラテンアメリカや極東

地域に展開する子会社では、ポジションを埋めることが本国派遣の主要な目的となっていた。

また、ドイツやスイス、オランダの多国籍企業では、極東地域にある子会社よりも米国・英国

にある子会社において、マネジメント能力の向上が本国派遣のもっとも重要な目的となってい

た。さらに、ドイツや日本の多国籍企業では、とくに親会社と文化的な違いが顕著な地域の子

会社において、調整とコントロールが本国派遣のもっとも重要な目的となっていた。このこと

は、後述するような積極的な本国派遣を通じて日本企業が国際拠点間の連携をはかってきたこ

とかかわっていると考えられる。

また、彼女はEdstr�mandGalbraith（1977）が本国派遣の目的としたポジションの補充は、

優れた人材の確保が容易でない開発途上国での技術移転と関係する（Harzing,2001;582頁）

と述べている。ただし、この指摘についてはやや疑問が残る。というのは、Edstr�m and

Galbraith（1977）は海外拠点のポジションを埋めるという本国派遣の目的について、本社か

ら海外拠点への知識移転を前提にしていない可能性があるからである。たしかに彼らによると、

海外拠点のポジションを埋めるという目的はとくに開発途上国への派遣で多く、非派遣者も主

に技術担当者と一部の役員（technicalplusafewmanagingdirectors）となっている。しか

し、これらの非派遣者を通じた海外拠点への知識移転について、彼らはあまり論じていない。

むしろ、本国派遣者を継続的に派遣することが彼らの議論の前提となっている。この点では、

本社から海外拠点への知識移転というよりは、本社知識の海外拠点での利用が本国派遣の目的

として想定されているともいえる。

ただし、Edstr�mandGalbraith（1977）は、本国派遣者が多国籍企業の知識マネジメント

で果たす役割について論じていないわけではない。たとえば、戦略的配置を伴った多数の従業

員の世界的な拠点間異動は、相互依存関係にある拠点間の意思決定プロセスを支援する知識・

情報の獲得・維持において有効だ、と彼らは述べている。これについては、国際事業運営に関

するノウハウやスキルを多国籍企業の知識としてどのように位置づけのか、という問題が残る。

とくに議論の内容・対象によっては、このような知識は製品・サービスへの投入物としての技

術・知識と区別する必要があるのかもしれない。このような知識および知識マネジメントの問

題については、Grant（1996）が提唱した知識ベース論をもとに、後程あらためて検討する。

いずれにせよ、Harzing（2001）はEdstr�mandGalbraith（1977）の示した本国派遣者の

役割に、国際拠点間の知識移転の側面も加えて論じたと理解することはできる。実際に、彼女
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は後述するHarzingetal.（2015）において、本国派遣者が国際拠点間の知識移転で果たす役

割について分析している。よって、Harzing（2001）は本国派遣者が多国籍企業で担う国際拠

点間の知識移転に当初から着目していたといえるかもしれない。

2.3 知識ベース論

では、本国派遣者の役割について、多国籍企業の知識マネジメント、とくに国際拠点間の知

識移転の観点から国際比較分析をおこなったHarzingetal.（2015）を検討していこう。まず

この研究を検討する前に、この研究が依拠している、知識の集合体として企業を捉えるGrant

（1996）の知識ベース論（knowledge-basedtheoryofthefirm）について概観する6）。

Grant（1996）が提示した知識ベース論は、組織内に分散する知識を統合する機関として企

業を捉える見方である。彼は、製造企業を念頭に置き、知識の特性や知識に関するアクセス・

活用のあり方を中心に論じている。とくに企業内部の人々が創造・蓄積した暗黙知や独自の知

識を含む専門的な知識について、企業がどのように統合していくのかという問題に着目してい

る。知識マネジメントの研究で論じられることが多い知識創造について彼は軽視しているわけ

ではないが、知識創造を個人の活動でおこなわれるもの（Grant,1996;p.112）として彼は

位置付けている。むしろ、彼は組織内で分散して存在する個々人が創造した知識に対していか

にアクセスできるか、またそれらをいかに統合的に活用できるかという組織プロセスの理解が

重要だ（Grant,1996;p.112）と述べている。彼は組織内の知識統合の問題について、移転

可能性（transferability）や集約可能性（potentialforaggregation）、専有可能性（appro-

priability）といった知識の特性の観点から論じた。さらに、知識獲得で必要な専門性や、製

造活動において重要な役割を果たす投入物や創造される価値の源泉としての知識についても、

彼は論じた。これらは先行研究において企業内の知識を適切に活用するうえで鍵となる側面と

して指摘されてきた（Grant,1996;p.110）。

また、企業における知識統合では、組織内の効果的な調整（coordination）が重要な鍵とな

ることを彼は強調している。とくに、移転可能性や集約可能性の異なる知識を統合する場合は、

組織構造や意思決定権限のあり方に影響を受けるという。また知識が企業にとってもっとも重

要な資源であり、かつそれが従業員により保持され、かつ大半の知識が個人により利用される

ならば、株主価値の最大化という企業の戦略・行動の前提すら変わりうる、とも述べている。

知識統合を実現するうえでは組織内の調整が重要であり、これはむしろ知識移転とも相反する

面があることについて、次のように彼は指摘している。

（しかし）知識移転は知識の統合における効率的なアプローチとはならない。

もし製造活動が多数の人々の専門知識の統合を必要とするならば、効率性の鍵は

組織メンバー間の相互学習を通じた知識の移転を最小化しつつ、効果的な統合を
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実現することである。・・（中略）・・さまざまな人々が有する専門知識を統合

するために企業で優先すべきタスクは、目的が一致している場合においても、効

果的な調整を実現することが組織にとって問題となってくる（Grant,1996;p.

114）。

Grant（1996）の示した組織内の専門知識を統合するという視点は、開発プロジェクトを分

析するわれわれに示唆をもたらす。なぜなら、開発プロジェクトでは開発タスクを担う専門技

術者間で知識を移転することよりも、それぞれの専門知識を統合活用することがまず優先され

ると思われるからである。もちろん、初めて開発プロジェクトを実施する海外拠点では、本社

からの知識移転は必要だろう。また、そのことは海外プロジェクトにおける知識統合や、現地

従業員のPL登用とも深くかかわってくる。したがって、海外プロジェクトにおけるPLの現

地化の分析では、国際拠点間の知識統合や分業について、知識移転も考慮に入れておく必要も

あるだろう。

ところで、開発プロジェクトの分析を想定している本研究にとって、Grant（1996）がClark

andFujimoto（1991）をしばしば参照していることは非常に興味深い。たとえば、Grant（1996）

は専門知識の統合において個人間のコミュニケーションと調整を最小化させる一つの方法につ

いて次のように述べている。それは、製造活動において編成される各専門担当者の独立的な投

入物について、順次的に行う形で構成することである。ただし、多数の部品で構成されるよう

な製品に投入される投入物の物理的特性や技術特性によっては、そのような順次的な専門知識

の投入は影響を受ける、とも彼は述べている。これについて、大半の製造活動の流れは多様で

あり、たとえば新製品開発の流れは順次的なもの、一部工程がオーバーラップしたもの、同時

並行的なものがありうることを、ClarkandFujimoto（1991）を引用しつつ指摘している。

また、ClarkandFujimoto（1991）が明らかにした新製品開発における機能部門間の連携

（cross-functional）による組織能力についても、Grant（1996）は言及している。このような

組織能力では多くの専門担当者を効果的に統合することが必要であり、そこには戦略面での

重要性や経営面にかかわる挑戦が表れている、と彼は述べている。この点では、Clarkand

Fujimoto（1991）が示したPL中心の部門間連携を通じた問題解決や臨機応変な対応によって、

開発の期間短縮・効率化を実現した重量級プロダクトマネジャー制は、Grant（1996）が論じ

た知識統合の具体例だといえよう。

2.4 本国派遣者を通じた国際知識移転

では、本国派遣者と国際知識移転との関係について、13か国の多国籍企業の海外子会社817

社から得た質問票への回答をもとに分析したHarzingetal.（2015）をみていこう。この研究

では本稿の本国派遣者にあたる人材をPCN（parent-countrynational：本国籍人材）と呼ん
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でいる。彼女らはPCNとTCN（third-countrynational：第三国籍人材）、Inpatriates（海

外子会社から本社への出向者）7）の海外派遣について分析している。

この研究の第一の貢献は、本国派遣者が国際拠点間の知識移転において一定の役割を果たす

ことを明らかにしたことである。とくに、本国派遣者が配置された海外子会社では、本社から

海外子会社への知識移転の程度が高い傾向が見られた。

これに関連して第二に、海外子会社の研究開発（R&D）やマーケティングの部門では、他

部門より本国派遣者がトップを占める割合が高いことを明らかにしたことである。本国派遣者

が部門のトップを占める企業の割合は、研究開発17.8％、マーケティング15.9％、生産9.6％、

ロジスティックス7.6％や人的資源管理5.5％であった。この分析結果は、われわれが対象と

する製品開発機能が含まれる海外子会社の研究開発部門では、本国派遣者が責任者となること

が多いことを示している。これは海外子会社の研究開発部門の責任者が現地従業員から登用さ

れにくいことを示唆しており、われわれの分析対象の海外開発プロジェクトでも現地従業員の

PL登用が容易でないことも推測される。

第三に、海外子会社から本社へ派遣される出向者についても、国際拠点間の知識移転で重要

な役割を果たすことを示した。既存研究が国際拠点間の知識移転における本国派遣者の役割に

着目してきた8）。しかし、海外子会社から本社へ一定期間出向した海外子会社の現地従業員も、

本社の知識だけでなく、それが活用されるまたはそれが形成された文脈や実際の運用・利用の

方法について学ぶ。さらに、海外子会社から本社への出向者は本社の人々との協働を通じて、

お互いに知識や情報を交換しあえる個人的関係を形成する。そして、本社への出向者は海外子

会社に帰任した後に、拠点間の知識移転で重要な役割を果たすことになる、と彼女らは述べて

いる。

第四に、幅広い国・地域の本社と海外子会社のデータにもとづく国際比較分析をおこなった

ことである。とくに日本や韓国の多国籍企業では本国派遣者が社長である海外子会社が比較的

多いことや、中国に立地する海外子会社では本国派遣者が社長となることが多いことを、彼女

らは示した。

ただし、本稿の問題意識とのかかわりでは、彼女らの研究にはいくつかの疑問点もある。第

一に、国際拠点間の知識移転の担い手として、本国派遣者や海外子会社から本社への出向者が

どれだけの期間必要なのか、という点である。とくにHarzingetal.（2015）も示したように、

国際拠点間の知識移転が容易でない海外拠点の研究開発関連部門における本国派遣は長期にわ

たる可能性がある。しかしながら、より長期的な時間軸では、本国派遣者のポジションを現地

従業員に置き換える形で人の現地化が進むことも考えられる9）。

これに関連して、第二に、海外子会社の設立以降の期間が、分析結果にあまり影響がみられ

ないことである。上記の問題を勘案すれば、設立後の期間が長い海外子会社では本社からの知

識移転が進み、本国派遣者や本社への出向者が国際拠点間の知識移転で果たす役割は縮小して

本国派遣者に関する研究の展開（石井） 7



いくと考えられる。しかし、Harzingetal.（2015）の分析データではそうなっていないとい

う。もしかすると、海外子会社の事業拡大や各拠点の事業内容・経営環境の変化を考えれば、

拠点間の知識移転がかなりの長期間にわたり続くことをこの分析結果は暗示しているのかもし

れない。

第三に、多国籍企業の知識マネジメントのうち、とくに拠点間の知識移転に焦点を当ててい

ることである。先述したように、彼女らの依拠するGrant（1996）の知識ベース論は、組織内

の個人やグループ、拠点等の構成単位間の知識移転よりも、各構成単位が蓄積した知識へのア

クセスやそれらの統合活用を重視している。構成単位間では移転が難しい暗黙知でも、個人が

構成単位間を往来することで各構成単位が相互に他の構成単位に存在する知識にアクセスする

ことができる。このような見方のもとでは、本国派遣者は海外子会社への知識移転だけではな

く、海外子会社における事業活動で必要な知識を即座に提供することも重要な役割となる。

この構成単位間の知識統合という側面については、知識移転に焦点を当てたHarzingetal.

（2015）では十分捉えられていない可能性がある10）。

2.5 日系海外子会社における本国派遣

Harzingetal.（2015）が示したような日本企業における積極的な本国派遣は、他の研究で

も指摘されているが、このような動向は批判的に捉えられてきた経緯がある。たとえばKopp

（1994）は、日米欧81社から回答を得た質問票調査をもとに、日本企業の海外拠点における本

国派遣者の多さを指摘した。彼女の調査によると、現地従業員がトップに就いている海外拠

点の割合は、日本企業26％、欧州企業44％、米国企業49％である。また、現地従業員が海外

拠点のホワイトカラー管理職に占める割合は、日本企業48％、欧州企業82％、米国企業88％

であった。これらの現地従業員の登用に関する項目では、日系拠点の値が欧米系拠点の値の

約半分となっている。このように現地従業員が登用されにくい日系海外拠点では、欧米系海外

拠点と比べて、本国派遣者や現地従業員に関するいくつかの問題を認識する企業が多い、と彼

女は述べている。具体的には、十分な国際ビジネスの経験を有する人材や海外で働きたいと考

える本国人材の不足、現地従業員の高い離職率や昇進に対する不満、有能な現地人材の確保の

難しさ、本国派遣者と現地従業員との間のコンフリクトや不十分なコミュニケーション等であ

る11）。

日本企業における本国派遣の動向を、国際化の進展とのかかわりで批判的に論じたのは

BartlettandYoshihara（1988）である。まず、日本の製造企業が、本国派遣者を活用して本

社中心の世界的な組織運営をおこない、海外事業を発展させてきたことを彼らは指摘した。ま

た、日本企業の国際事業がさらに拡大・複雑化する中では、本国派遣者に依存した国際拠点運

営は、本社の人材不足や派遣費用の面で限界がある、とも彼らは述べている12）。とくに日本企

業が海外市場からの要求にさらに対応し、成功していくうえでは以下の問題があると、彼らは
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指摘した。まず、合意形成やグループを重視する日本企業のマネジメントでは、日本人以外の

従業員が外部者（outsiders）的な存在となりやすいため、これを回避する必要がある。それ

には2つの対応策があるという。第1は、外国人従業員の育成と、外国人従業員がマネジメン

ト・プロセスにかかわることができる知識・コンタクト・機会を提供することである。これに

関連して、第2に、事業プロセスが進む過程に外国人マネジャーが正当に参加できる環境を整

備することである。

また、日本企業でみられるような、海外子会社が親会社に一方的に依存する関係を変えてい

くことの必要性もBartlettandYoshihara（1988）は強調している。そのためには、各国の拠

点が当該企業における戦略の実行と重要な貢献を担えるように、相互連結されたネットワーク

へと世界的な体制を転換する必要がある、と彼らは指摘した。さらに、これらの対応をおこな

ううえでは、企業全体でマネジメントに関する認識を変えることも必要だ、と彼らは指摘した。

具体的には、これらの対応の実施が、新たな自社能力の構築や、より革新的な環境づくり、よ

り広範な経営・技術にかかわる新規の有能な人材の活用につながる、という企業内の認識をも

つことである。

このように批判的に捉えられてきた日本企業の本国派遣については、否定的でないまたは肯

定的な観点から捉え直す研究も近年見られる。たとえば稲村（2007）の中国市場に立地する日

系子会社129社への調査によると、トップ人材の現地化が必ずしも子会社の存続に結び付いて

いない。また、大木（2011）は、タイに立地するハードディスク・ドライブの日系製造工場に

おける能力構築について分析した。これによると、本社やタイ以外の海外工場での経験で培っ

た豊富な知識や、親会社への理解や交渉力を有した現地拠点トップの本国派遣者が、現地拠点

の能力構築で大きな役割を果たしていた。KawaiandStrange（2014）では、在欧日系子会社

88社の調査から、子会社の全従業員に占める本国派遣者の割合が高い海外子会社でも、自律

性が高い子会社では高業績（収益性・成長性・市場占有率を含む値）となる傾向が見られた。

この結果は、本社の関与が低い海外子会社でも、本国派遣者が社内の調整や資源共有で一定の

役割を果たすことで、世界的な価値創造活動から子会社が孤立することが回避される可能性を

示している、と彼らは述べた。これらの研究は、日系海外拠点で比較的多く見られる本国派遣

については、その動向や拠点・経営環境の動向や特徴を踏まえつつ、多面的に分析する必要性

があることを示唆している。

3 要約と今後の課題

本稿では、海外プロジェクトにおけるPLの現地化を分析する手掛かりを得るために、主に

本国派遣者に関する先行検討を概観した。本節では、この文献レビューで明らかになった点を

要約したうえで、今後の研究課題について述べる。

先行研究では、海外拠点のポストの補充、本社人材の育成、海外拠点に対するコントロール・
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調整、知識マネジメントが、本国派遣の目的や本国派遣者の役割として論じられてきた。ただ

し、本国派遣者を通じた知識マネジメントについては知識移転の問題を論じた先行研究が多く、

知識ベース論で強調された知識統合の問題はあまり論じられていない。われわれの研究対象で

ある海外開発プロジェクトでは国際拠点間や部門間の知識統合が不可欠である。したがって、

知識統合の観点から海外プロジェクトのPLの現地化を分析することが、今後の研究課題となっ

てくる。とくに、現地従業員のPLを登用する形でPLの現地化が進むならば、本国派遣者の

PLはどのように代替されていくのかについて解明する必要がある。本国派遣者のPLが担っ

てきた拠点間連携における知識マネジメントやコントロールは、現地人PLも同様に実現でき

るのだろうか。もしかすると、本国派遣のPLが担ってきた拠点間連携を促す役割は、現地人

PLが登用された当初は十分果たせない、または組織内でそのような懸念が企業内で残るかも

しれない。

この点では、近年論じられている拠点を超えた境界連結者（boundaryspanner）としての

本国派遣者の役割にも着目する必要もあるだろう。社会的ネットワーク（socialnetworks）

の視点を取り入れた国際ビジネス研究を概観したCuypersetal.（2020）によると、境界連結

者としての本国派遣者を含む海外派遣者の役割がこれまで論じられている。それは、組織・国

を越えた社会的関係の形成や市場機会に関する知識の提供、知識移転の担い手としての役割で

ある。とくに国際拠点間を結びつける社会的関係の形成という役割については、コントロール

や調整という観点で本国派遣者の役割として論じられてきた面もある。しかし、海外プロジェ

クトにおける知識統合という観点からあらためて国際拠点間の連結者としての本国派遣者の役

割を捉えなおす余地もあると思われる。

加えて、PLの現地化が拠点間連携を困難にすることが懸念される局面では、これを補完す

る仕組みの分析も必要となるであろう。たとえば、海外プロジェクトとの連携に向けた、本社

側のサブ組織の設置や当該サブ組織への本国派遣からの帰任者の配置、海外拠点から本社への

出向等が考えられる。これらの海外プロジェクトの現地化に向けた組織的な対応についても、

海外プロジェクト自体の分析とあわせて分析していく必要がある。とくに海外拠点から本社へ

の出向者 13）は、本社から海外拠点に対する知識移転やコントロールの中心となる本国派遣者

を長期的に代替しうる存在となりうる（Hazingetal.,2015）。海外拠点から本社への出向者

（およびその経験者）が、国際拠点間の連携において一定の役割を果たすなら、それらの人々

の存在も海外プロジェクトにおけるPLの現地化に影響するであろう。これらの内的・外的要

素も考えあわせつつ海外プロジェクトを分析することが、今後の課題である。

注

1） 本研究は、科研費（国際共同研究強化（B）20KK0028、基盤研究（B）20H01534、基盤研究（B）

19H01524、基盤研究（C）19K01807）の助成を受けている。
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2） 関口（2016）は本国籍人材（本社人材）の海外拠点への派遣や、海外拠点から他の海外拠点への人

材の派遣を海外派遣（expatriation）、派遣される人材を海外派遣者（expatriate）と呼んでいる。また、

Cheongetal.（2019）は、海外子会社から他の海外子会社に派遣される人材をexpatriateと呼んでる。

本稿では海外拠点間の人材移動については論じないため、本社から海外拠点への人材の派遣を本国派遣

（expatriation）、その対象者を本国派遣者（expatriate）と呼ぶ。これは本社を起点とする印象を与え

る可能性があるが、海外派遣と区別するために本稿ではこの呼称を用いる。本稿では海外拠点における

プロジェクトを起点に、PLの現地化を分析することを想定している。これは国際ビジネス研究で比較

的多い本社を中心とした国際運営体制に対する見方とは異なるものである。

3） 海外プロジェクトにおけるPLの現地化の分析枠組みを検討するうえでは、メンバー間の異質性に

着目したダイバーシティ研究も多くの示唆をもたらす。本稿の紙幅は限られるため、Williamsand

O・Reilly（1998）やKearneyandGebert（2009）、谷口（2005）等のダイバーシティ研究は、別の機会

に検討する。

4） 海外プロジェクトのPLの主要拠点（本社または海外拠点）もPLの現地化の一側面である。PLの

主要拠点が本社から海外拠点に変わる現地化については、別の機会に検討する。

5） 彼らは、Child（1972a,1972b,1973）等の議論を踏まえつつ、組織のコントロールに関する三種類

の戦略について論じている。第一のタイプは、中央集権体制のもとでトップが直接的におこなうコント

ロールであり、これは比較的小規模な組織で有効である。第二のタイプは、ルールや手続き、記録、階

層等を通じて運営される官僚制によるコントロールである。これは、規模が拡大して専門化・計画化・

手続化が進んだ組織において、小規模組織のトップが有していた権限を、組織階層を通じて分権化した

形でおこなうコントロールである。第三のタイプは、社会化を通じたコントロールである。多国籍企業

が世界中の拠点で多様な人々を管理する際に、トップによる直接的なまたは官僚的なコントロールでは

不十分な面がある。たとえば、世界に展開する拠点間のコミュニケーションの促進や、拠点間の利害を

調整するルール・手続きの策定は、直接的コントロールや官僚的コントロールでは対応が難しい。この

ような問題については、国際拠点間を往来する本国派遣者を通じて、自社組織の構成員で共通の価値観

を共有し、それに基づく行動を通じて対応することが重要だ、とEdstr�mandGalbraith（1977）は述

べている。また、この社会化を通じたコントロールは、海外進出で自社内の多様化が進み、より分権化

が求められる組織において、海外拠点の裁量を拡大しつつ、世界拠点を統合する方法となる、と彼らは

指摘している。

6） Harzingetal.（2015）が依拠する別の知識ベース論の研究としてKogutandZander（1993）もある。

彼らはまず、どのように協働し（cooperate）、コミュニケーションするのかについての知識の集合体が

存在するコミュニティー（KogutandZander,1993;p.631）として企業を位置付け、そこでは知識の

創造と内部移転（Transfer）が効率的におこなわれる（KogutandZander,1993;p.631）と捉えてい

る。彼らも知識創造について言及してはいるが、議論の中心は多国籍企業内それも国境を越えた拠点間

の知識移転にある。

KogutandZander（1993）は、企業特殊的な優位性（優れた保有知識）が海外直接投資につながる

ことを論じたHymer（1976）を起点に、多国籍企業内の知識移転について論じた。彼らが知識移転に着

目した背景には、新たな知識を創造し、知識を複製（replicate）・活用し、自社市場を拡大することが、

企業成長の鍵であるという見方がある。KogutandZander（1993）が海外直接投資について国境を越

えた企業内の知識移転と位置付けた理由は、これを企業成長に結びつくものとして捉えたからである。

そして、知識移転それも多国籍企業内の国境を越えた知識移転の困難性を、知識の特性（暗黙的か否か）

や移転主体の能力・意図とのかかわりで論じている。これらに伴うコストが海外直接投資を通じて国境
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を越えた取引を組織で内部化する背景にあることを、彼らは強調している。とくにこの点を、機会主義

的な行動等に起因する取引コストの増大が市場取引を内部化する理由としてきた取引コスト論の説明と

は区別すべきだ、と彼らは主張している。また、知識移転に伴う知識をコード化・変換・教育する努力

や、知識の受け手側の理解・適用能力のためのコストは、移転主体の能力とは異なるという点も彼らは

強調している。このように彼らの議論は、Grant（1996）と比較して多国籍企業の国際拠点間の知識移

転をより強調しており、Harzingetal.（2015）の視点に近い内容だといえる。

7） 関口（2016）は、海外拠点から本社に一定期間人材を派遣することを受け入れ出向、派遣される人

材を受け入れ出向者と呼んでいる。これらについて海外プロジェクトを起点とした分析を想定する本稿

では、海外拠点から本社への出向（出向者）と呼ぶことにする。

8） 本国派遣者を含む海外派遣者の国際拠点間の知識移転における役割や知識移転を促す要因・条件は、

Changetal.（2012）やCheongetal.（2019）、Froeseetal.（2021）も分析している。

9） 彼女らの調査では、たとえば専務・常務取締役に本国派遣者が登用された海外子会社は約25％あり、

これはHarzing（2001）による1990年代半ばの分析結果の約60％より少ない。また、Harzingetal.

（2015）は、本国出向の経験者が海外子会社の専務・常務取締役に平均3.29人就いており、これは他の

先行研究より大きい値であることから、海外子会社の本社への出向者の役割が近年増大したと述べてい

る。これらの結果は、調査時期の違いによる影響を受けているのかもしれない。あるいは、本国派遣を

通じた本社からの知識移転が進んだ海外拠点では、現地従業員の本社への出向へと知識移転の形態がシ

フトすることを示唆しているのかもしれない。

10） 知識統合の観点から海外プロジェクトにおけるPLの現地化を分析するうえでは、Hennart（2009）

の提示したバンドリング・モデル（bundlingmodel）が示唆をもたらす。同モデルは海外事業に投入

される2種類の補完的な経営資源、とくに現地市場で事業活動をおこなうための知識（ローカル知識）

と技術的な知識の組み合わせに着目している。多国籍企業のローカル知識へのアクセスの有無が、海外

子会社の出資形態や設立形態の選択に影響することが Hennart（2009）や Hennartetal.（2015）、

Hennart（2020）等で論じられてきた。多国籍企業が初めて参入する海外市場では、ローカル知識を有

する現地企業との合弁企業の設立は有力な選択肢となるが、そこでは必ずしも現地企業から多国籍企業

への知識移転が重視されるわけではない。むしろ、多国籍企業が現地企業との合弁を実施することでロー

カル知識にアクセスでき、これが海外事業において多国籍企業のもつ技術と組み合わされる、と同モデ

ルでは理解される。よって、同モデルはGrant（1996）の知識ベース論や製品開発研究と同様に、知識

移転の側面よりも、知識統合の側面を強調する見方であるといえよう。

11） ただし、Kopp（1994）は本国派遣者の本社帰任時の困難さを経験する企業は、日系拠点より欧米系

拠点の方が多いことも示しており、日本企業の問題だけを指摘したわけではない。

12） 本社中心の世界的な組織体制のもとで本国派遣者を中心に海外拠点を運営する国内志向の基本姿勢

を有することの問題については、Perlmutter（1969）やHeenanandPerlmutter（1979）も論じている。

その具体的な内容は、海外拠点からの優れたフィードバック（goodfeedback）の欠如、海外拠点の優秀

な人材の退職、海外拠点におけるイノベーションの少なさや高度な能力構築の難しさ（Pearlmutter,

1969;p.16）である。彼らによると、多国籍企業の海外業務担当者の任命や海外の市場機会の分析、合

弁パートナーの選択等の国際経営活動にかかわる意思決定は、親会社の考え方や基本姿勢に基づいてい

る。とくに国際経営活動における意思決定の根底には、どの人材・アイデアが適切でありかつ信頼でき

るか（本国人と外国人の比較において）ということに関する親会社の姿勢と信念がある（Heenanand

Perlmutter,1979;訳書p.21）、と彼らは述べている。

このような親会社の基本的な姿勢およびそれに基づく組織体制を彼らは4タイプに分類した。第1は、
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世界的に本国人を中心的な地位に配置し（海外拠点では本国派遣者が主要ポストを占める）、本社が世

界的体制の中心となる本国志向（ethnocentric）である。第2は、一定程度の海外事業のオペレーショ

ンにかかわる意思決定は、主要ポストに現地従業員が登用された海外子会社に委譲しつつ、財務や研究

開発等の重要事項は本社が決定権限をもつ現地志向（polycentric）である。このタイプは、各国文化の

違いや外国人に対する理解の難しさがあるため、海外事業が収益をあげている限りは、そこに本社が介

入すべきでない、という考えにもとづいている。第3は、複数の国を含む地域単位の事業活動を統括す

る地域本社が経営的な意思決定権限をもつ地域志向（regiocentric）である。このタイプでは国の枠組

みをこえた地域という単位で、幅広くかつ効率的な現地人材の配置・評価・採用がおこなわれる。第4

は、各拠点の複雑な相互依存関係や本社と海外子会社との協調関係のもとで、本国従業員を優遇するの

ではなく、世界中でもっとも優れた人材を登用する世界志向（geocentric）である。このタイプの基本

姿勢をもつ多国籍企業では、各国・地域を統合したうえで、世界レベルで統一的な意思決定をおこなう

アプローチがとられ、世界的な資源配分の最適化や優れたアイデアの国際的相互交流がはかられる。た

だし、国・地域ごとの環境の違いや各市場で現地適応の必要性が高い場合は、このタイプの多国籍企業

は大きな課題に直面することもある。

13） Sekiguchietal.（2019）によると、海外拠点から本社への出向者は、本社への出向経験を通じて、

本社の知識だけでなく、企業方針において一般に経営哲学・原理として示される企業価値についても学

ぶ機会をもつ。企業価値は組織の人々の行動や意思決定の基準となり、また多国籍企業における本社と

海外拠点の関係を効果的に運営する手段ともなる。しかし、多国籍企業内の本社と海外拠点の間の地理

的な距離があるために、企業価値は上手く共有されにくい面がある。このような問題を解決するうえで、

海外拠点から本社への出向者は、海外拠点に帰任後に重要な役割を果たしている、と彼らは指摘してい

る。とくに海外プロジェクトでは、たとえば性能や品質を通じて自社が製品を通じて顧客に提供すべき

価値について、現地従業員の理解を高めることはきわめて重要である。本国派遣者やそれ以外の本社従

業員、海外拠点から本社への出向者との協働は、海外プロジェクトに参加する現地従業員の企業価値へ

の理解を高める機会となる。このような点を踏まえた海外プロジェクトの組織編成の問題として、PL

の現地化を捉えることもできるであろう。
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Development in expatriate research

Shinichi Ishii

Summary

This paper reviews the literature on the management of expatriate employee.

Expatriate employees are employees that have been dispatched from the head-

quarter of a multi-national enterprise to one of its subsidiaries in another country.

The purpose of this paper is to prepare for the development of an analytical

framework to analyze project leader（PL）localization at new product develop-

ment projects at foreign subsidiaries through the promoting of a local employee

for PL instead of an expatriate. The previous expatriate management literature

indicates that the expatriates take the role of control and knowledge transfer at

foreign subsidiaries.


